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被災障害者等への特別支援に関する緊急要望書 

 
平素より障害者施策の推進に格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。 
さてこのたびの東北地方太平洋沖地震においては、数多くの障害者も被災しています。 
過去の震災の経験からも、被災障害者等は多くの困難を経験していることから、今、特別かつ

緊急の支援と配慮を必要としています。 
つきましては、被災障害者等への特別支援に関して、下記のことを緊急に要望します。 

 
記 

 
１．被災障害者等に関する実態把握を、自治体・地域の障害者団体等を通じて緊急に行ってくだ

さい。 
 
２．民間事業者も含めたすべての放送事業者・情報提供主体は、緊急速報や避難情報、記者会見

における情報保障（手話、字幕、解説放送の確保等）を行ってください。また分かりやすい

内容の情報提供を行ってください。 
 
３．人工呼吸、人工透析等に必要な電源の確保を行ってください。 

また被災障害者等への必要な医療の確保と提供、ならびに、医薬品や、カテーテル、オスト

メイト用のストーマ装具、酸素ボンベ等医療品・装具等の確保と提供を行ってください。 
 
４．避難所における配慮については、次のようなことを行ってください。 

・肢体不自由者へのバリアフリー等の確保（スロープ・車いすトイレの設置等を含む） 
・視聴覚障害者への情報保障（手話、要約筆記を含む文字情報、音声による情報提供等） 
・知的障害者等への分かりやすい情報提供 
・医療・医薬品・装具等の確保に関する支援、ならびに、精神障害者・発達障害者・難病等

に係る障害者等の休憩場所の提供等、必要な配慮。 
  また、被災障害者等が利用する福祉避難所、ならびに自主的に開設された避難所への物資の

配給や支援を行ってください。 
 
５．被災障害者等の移動支援・生活支援を行う介助者等を確保してください。（避難後の他地域で

の制度利用を含む） 
また、車輌、燃料、設備の確保等、被災障害者等の移動と生活に特段の配慮をお願いします。 

 
６．障害者施設、作業所、住宅の修復に向け、補正予算の編成を含む特別の対応を行ってくださ

い。また公営住宅の提供を含む、住居の確保を行ってください。 
以上 
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